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日本液炭株式会社による 

上毛天然瓦斯工業株式会社株式の買付けについて 

 
予て、日本液炭株式会社（以下「日本液炭社」）と上毛天然瓦斯工業株式会社（以下「上毛

瓦斯社」）は企業提携について協議を進めておりましたところ、この度、日本液炭社が上毛

瓦斯社の株式の過半数を取得し更に資本関係を強化することで合意いたしました。 
 
５月２５日から６月１５日まで既存株主から株式買付けを進めました結果、全発行済株式

１２０万株の内、１，１６８千株（９７．３％）を保有することとなり、目的を達しまし

た。 
 
今後、上毛瓦斯社は地域密着型の事業体制を継続しつつ、日本液炭社のグループ会社とし

て業務提携によるシナジーを創出していくことになります。 
 

記 

 
１．株式買付け（資本提携）の背景・目的 

 わが国産業界においては「バブル経済崩壊」以降、様々な企業の資本提携や事業提携が

急速に進み、産業ガスならびにＬＰガスの両業界においても規模の拡大に向けた多くの

合従連衡があり、今やそれぞれの業界絵図が一新される状況となっています。 
 
 私ども日本液炭社も、平成１６年１０月の日本酸素㈱と大陽東洋酸素㈱の合併で発足し

た大陽日酸㈱において提起された炭酸事業の安定性や効率性の追求を目的に、平成１９

年１０月に液化炭酸㈱、日本炭酸㈱、そして大陽日酸㈱炭酸部門の事業統合により炭酸

業界のリーディングカンパニーとして新たに発足した次第です。 
 
一方、上毛瓦斯社は、関東を中心に液化炭酸ガス、ＬＰガスならびに関連商品・機材の

販売事業において、昭和２２年の創業以来６０余年に亘って独立・独歩の堅実な経営を

継続し、今日に至っています。 
 
 今後の炭酸ガス産業の環境変化を予測する中で、特に炭酸ガス供給基地等の設備老朽化

に対する設備更新や物流効率化対策など、各社単独では解決し難い問題の存在も指摘さ

れており、また昨年後半から引き続く世界的な大不況による大幅な需要減なども私達炭

酸ガスメーカーの今後の経営に関わる重大な懸念材料となっております。 
 
 
 



 
 これらの難局・難問に打ち勝っていくためには、上毛瓦斯社の筆頭株主かつ最大の取引

先であるとともに、東日本地域はもとより全国各地に確たる事業基盤を有する日本液炭

社と関東を中心に東日本地域に販路を持つ上毛瓦斯社が資本関係をより一層強化し、両

社が日本液炭グループとして有機・一体的な事業運営を推進することこそが最善と判断

したため、今般、株式の買付けを上毛瓦斯社経営陣に申し入れ、上毛瓦斯社取締役会で 
の株式買付け賛同決議を受けて株式の買付けを行った次第です。 
  
また、上毛瓦斯社のもう一つの事業の柱であるＬＰガス事業に関しましても、日本液炭

社が所属する大陽日酸グループにおいてもＬＰガス事業が主力部門の一つであることか

ら、日本液炭社との資本関係が更に強化され上毛瓦斯社が大陽日酸グループの一員とな

るならば、ＬＰガス業界の昨今の動向を踏まえ地域の実情に相応しい協調体制を新たに

築くことができると考えております。 
 
 
２．会社概要 

１）上毛天然瓦斯工業株式会社 
 ①創業：昭和２２年５月２２日 
 ②資本金：６０百万円 
 ③決算期：１２月末 
 ④代表者：代表取締役社長 丸山 孝義 
 ⑤事業拠点：北関東事業所（安中市）、営業所／東京（北区）、武蔵野（府中市）、千葉（市

原市）、仙台（仙台市）、長岡（長岡市） 
 ⑥事業構成（平成２０年度）： 
       液化炭酸ガス部門：１２億６７百万円（４０．４％） 
       LPガス部門：    ６億９２百万円（２２．１％） 
       その他部門：   １１億７７百万円（３７．５％） 
              計 ３１億３６百万円 
 
２）日本液炭株式会社 
 ①創業：大正１２年６月２１日 
 ②資本金：６００百万円 
 ③決算期：３月末 
 ④代表者：代表取締役社長 渡邉 秀生 
 ⑤事業拠点：支社・支店／東北、関東、中部、関西、中四国、九州、北海道他 
       北関東ガスセンター、神戸ガスセンター他 
 ⑥事業構成（平成２０年度）： 
       炭酸ガス事業部門：１３６億７１百万円（４７．２％） 
       ﾄﾞﾗｲｱｲｽ事業部門：  ７５億１８百万円（２６．０％） 
       ガス事業部門：   ５３億４５百万円（１８．４％） 
       商品・機材事業部門：２４億０７百万円（ ８．３％） 
       その他（不動産賃貸）：   ２７百万円（ ０．１％） 
              計 ２８９億７１百万円                               

                                      以上 


